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１．はじめに 

UJIターンと呼ばれるような地方部へ移住の例

が見られるようになり、地方部の魅力が見直され

ている。そこで本研究では、多様化する地域、国

民の価値観を踏まえた社会資本整備を目指し、将

来の新たな潮流の一つと考えられる地方部への移

住者の意識調査を通じて、地域の魅力を分析する

こととした。事例調査と

して、移住支援に積極的

に取り組み、これまでに

多くの移住者を迎えてい

る福島県小野町、鳥取県

日南町、鹿児島県垂水市

において調査を行った

（図１）。 

２．移住者の価値観 

移住者が生活を営む上で重要と考える価値観を

調査した。そのうえで、世論調査である国民生活

選好度調査と比較し、移住者に特に見られる傾向

を分析した。 

本調査における移住者の特徴を図２に示す。移

住に際しては、移住者は職の有無ややりがいを重

視しており、休暇と余暇も充実した環境を求めて

いた。移住先の検討においては、生活環境を重視

するとともに、地域での人づきあいがうまくいく

か不安を感じていた。移住後の生活の中では、家

族や生活環境などの日常をとりまく環境や、地域

の中での人間関係を重視していた。 

３．移住理由にみる地域の魅力 

移住理由についてインタビュー調査を行い、移

住者から見た地方部の魅力を分析した。結果の一

部を表１に示す。本調査における移住者の意識か

らは、「地方部の物的資源の享受」、「地方部の

物的資源の活用」、「地方部の人的資源への貢献・

帰属」を実現できる環境が、地域の魅力となって

いることが分かった。 

４．おわりに 

今後は、本調査でみられたような地域の魅力を

踏まえ、地域間連携・交流による地域の魅力向上、

課題解決についての調査に取り組む予定である。 
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図２ 移住者の価値観（重要と回答した領域） 

表１ 移住理由にみる意識 

インタビューにおける発言 特徴

・温泉のために来たようなものだ。
・食べるものが、身近にあることが魅力

地方部の
物的資源を
享受したい

・以前から有名な自然農法に興味があった。
・観光資源を生かした事業をしたかった。

・地元の野菜の今まで感じたことのないおいしさに感
動した。食材としてもっと広めたい。

地方部の
物的資源を
活用したい

・やりたい仕事があり、必要とされている。

・医療福祉分野の先進的な取組みに興味を持ち、ここ
で働きたいと思った。

地方部の
人的資源に
貢献・帰属
したい

調査結果（３時点の変化）
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ダム技術の維持・継承の取組
河川研究部 部長藤田光

一河川研究部 水資源研究室 室長鳥居謙一、
主任研究官川﨑将生

（キーワード） ダム技術、ナレッジマネジメント

１．ダム技術の維持・継承に係る現状と課題

我が国ではこれまで、数多くのダム建設経験

を背景に、各種技術基準類やダム技術者が有す

るノウハウを現場に適用し、そこで得られた知

見をもとにさらなる研究開発を行い、また高度

な知識を有するダム技術者を輩出して、それら

のノウハウを次の現場に活用する「知」の循環

により、ダム技術が維持・継承されてきた。近

年、建設ダム事業箇所数の減少等に伴い、この

「知」の循環を支える技術情報や人材が地域的

に偏在化する傾向が見受けられるが、その一方

で既存ストックの有効活用という観点から、治

水機能の増強や容量再編に伴う放流設備の増設

といったダムの大規模改造事業が全国的に増加

してきており、これまで未経験の厳しい現場条

件下での設計・施工を余儀なくされるなど、新

たな課題に直面している。こうした課題に的確

に対応し、より安全で経済的かつ効果的なダム

の建設・管理を行っていくためには、今後も必

要な「知」の循環を確保し、ダム技術を維持・

継承していくことが不可欠である。

そこで国総研河川研究部では、ダム技術の全

国的な維持・継承のため、ダム技術に係る情報

を、地方ブロックを越えて全国で共有するとと

もに、将来に継承していくナレッジマネジメン

ト方策を検討し、本省水管理・国土保全局、全

国の整備局等及び（独）土木研究所と連携して、

2011年度よりその取組を開始した。

２．具体的な方策

(1)「ダム技術研究会」を通じたダム技術の維

持・継承

整備局等の枠を越えたダム技術の情報共有の

場として、本省、国総研、全国の整備局等、（独）

土木研究所のダム関係者からなる「ダム技術研

究会」（事務局：国総研河川研究部）を立ち上

げ、全国の整備局等でそれぞれ設置されている

ダム技術継承の場の成果を横断的に共有すると

ともに、各地のダム事業の現場を活用して他整

備局等のダム技術者の参加による学習・意見交

換等の機会を設けることとした（写真－１）。

また、従来から行われている専門家による技術

指導等の内容をデータベース化し、個別ダムの

設計、施工における課題や解決手法を体系的に

整理するとともに、必要に応じて技術基準・指

針等の見直しに繋げていくこととした。

(2)「ダム技術アドバイザー」による技術指導

今後とも専門家による技術指導が円滑に実施

されるよう、ダムに関する豊富な経験や技術指

導実績等を有する人材を「ダム技術アドバイザ

ー」として国総研河川研究部が一元的に把握し

ておき、事業を担当する事務所等のニーズに応

じて適任者の人選について助言することとした。

写真－１ 鶴田ダム再開発技術検討委員会

全国の整備局等から31名のダム技術者が出席

(2011年11月17日)


